
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
正立プリズムを対物レンズと接眼レンズの間に配置した単眼鏡光学系もしくは双眼鏡光学
系を有し、これら光学系の対物レンズおよび接眼レンズをケース内に固設してなる光学装
置に搭載される像安定化装置であって、
前記光学装置の左右方向および上下方向に延びる２本の回動軸を有し、前記正立プリズム
を前記ケースに回動自在に装着する、内ジンバルおよび外ジンバルからなるジンバル懸架
手段と、
該ジンバル懸架手段を該２本の回動軸の周りに回動せしめるアクチュエータと、
前記正立プリズムを慣性系に対して固定するよう前記アクチュエータを駆動し、前記ジン
バル懸架手段の２つの回動軸周りの回動を制御する回動制御手段と、
前記内ジンバルと前記外ジンバルとの間に設けられ、前記内ジンバルを前記外ジンバルに
対して一方向に回動付勢する片寄せ付勢手段とを備えてなることを特徴とする像安定化装
置。
【請求項２】
正立プリズムを対物レンズと接眼レンズの間に配置した単眼鏡光学系もしくは双眼鏡光学
系を有し、これら光学系の対物レンズおよび接眼レンズをケース内に固設してなる光学装
置に搭載される像安定化装置であって、
前記光学装置の左右方向および上下方向に延びる２本の回動軸を有し、前記正立プリズム
を前記ケースに回動自在に装着する、内ジンバルおよび外ジンバルからなるジンバル懸架
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手段と、
該ジンバル懸架手段を該２本の回動軸の周りに回動せしめるアクチュエータと、
前記正立プリズムを慣性系に対して固定するよう前記アクチュエータを駆動し、前記ジン
バル懸架手段の２つの回動軸周りの回動を制御する回動制御手段と、前記外ジンバルと前
記ケースとの間に設けられ、前記外ジンバルを前記ケースに対して一方向に回動付勢する
片寄せ付勢手段とを備えてなることを特徴とする像安定化装置。
【請求項３】
正立プリズムを対物レンズと接眼レンズの間に配置した単眼鏡光学系もしくは双眼鏡光学
系を有し、これら光学系の対物レンズおよび接眼レンズをケース内に固設してなる光学装
置に搭載される像安定化装置であって、
前記光学装置の左右方向および上下方向に延びる２本の回動軸を有し、前記正立プリズム
を前記ケースに回動自在に装着する、内ジンバルおよび外ジンバルからなるジンバル懸架
手段と、
該ジンバル懸架手段を該２本の回動軸の周りに回動せしめるアクチュエータと、
前記正立プリズムを慣性系に対して固定するよう前記アクチュエータを駆動し、前記ジン
バル懸架手段の２つの回動軸周りの回動を制御する回動制御手段と、
前記内ジンバルと前記外ジンバルとの間に設けられ、前記内ジンバルを前記外ジンバルに
対して一方向に回動付勢する第１の片寄せ付勢手段と、
前記外ジンバルと前記ケースとの間に設けられ、前記外ジンバルを前記ケースに対して一
方向に回動付勢する第２の片寄せ付勢手段とを備えてなることを特徴とする像安定化装置
。
【請求項４】
前記回動制御手段による回動の制御はＰＷＭ制御を用いて行われることを特徴とする請求
項１～３のうちいずれか１項記載の像安定化装置。
【請求項５】
前記回動制御手段による回動制御が行われないとき、前記内ジンバルおよび前記外ジンバ
ル間の相対回動を規制するケージング手段を備えてなることを特徴とする請求項１記載の
像安定化装置。
【請求項６】
前記回動制御手段による回動制御が行われないとき、前記外ジンバルおよび前記ケース間
の相対回動を規制するケージング手段を備えてなることを特徴とする請求項２記載の像安
定化装置。
【請求項７】
前記回動制御手段による回動制御が行われないとき、前記内ジンバルおよび前記外ジンバ
ル間の相対回動を規制する第１のケージング手段を備えるとともに、
前記回動制御手段による回動制御が行われないとき、前記外ジンバルおよび前記ケース間
の相対回動を規制する第２のケージング手段を備えてなることを特徴とする請求項３記載
の像安定化装置。
【請求項８】
前記片寄せ付勢手段が、前記回動軸に取り付けられた捩りコイルバネからなることを特徴
とする請求項１～７のうちいずれか１項記載の像安定化装置。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
本発明は、単眼鏡、双眼鏡さらにはビデオカメラ等の光学装置が振動を受けた場合に、こ
れら光学装置の光軸に対する観察物体からの光束の射出角度が変動し、光学像がブレて観
察されるのを防止する、この光学装置内に配される像安定化装置に関するものである。
【０００２】
【従来の技術】
単眼鏡、双眼鏡等の光学的な観測を目的とした光学装置を手で保持して操作する場合、特
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に光学装置を航空機や車輌等に持ち込んで使用する場合には、航空機、車輌等の振動や揺
動が光学装置に伝わり、光軸に対する、観察物体からの光束の射出角度が変動し、観察さ
れる光学像を劣化させることが多い。このような光学装置に伝わる振動は、その振幅がた
とえ小さくとも、単眼鏡や双眼鏡等においては視界が狭いことと観察物体を拡大して観察
しているために、光軸に対する変動角度も拡大される。それ故に、比較的角度変動速度の
小さい揺動時であっても、観察物体が視界の中で急速に移動したり、変動角度が大きい場
合には視界から外れてしまったりする不都合が生じる。また、比較的角度変動速度の大き
い揺動時には、比較的変動角度が小さくても光学装置の倍率分だけ観察物体の像の角度変
動速度が大きくなって観察されるので、像のぶれとなって像の劣化となる不都合が生じる
。
【０００３】
これまでにも、光学装置に伝わる振動や揺動によって光軸に対する光束の射出角度が変動
し観察される像が劣化することを防止するための像安定化のための装置が種々提案されて
いる。
【０００４】
例えば特公昭 57-37852号公報には双眼鏡における観察像のブレを補正するためこの双眼鏡
内に、回転慣性体（ジャイロモータ）を利用した防振手段を設けたものが開示されている
。
【０００５】
すなわち、この技術は双眼鏡の対物レンズと接眼レンズの間の光軸上に正立プリズムを配
し、この正立プリズムを、回転慣性体が取り付けられたジンバル懸架手段上に固設し、双
眼鏡が手ブレ等により振動しても正立プリズムを略同一姿勢に保持して双眼鏡の観察像の
ブレを防止するようにしたものである。
【０００６】
このような、回転慣性体とジンバル懸架手段を利用した従来技術は高精度で像安定化が図
れる一方、小さなスペースで大きな慣性力を得るため高速の回転体が必要であり、また回
転体自身の発生する振動を小さくする必要があることから高精度である必要がある。この
小型、高速、高精度の要求に対しての問題点は、価格や寿命、さらには電源投入から必要
な慣性力を得るまでの時間等が不利となることである。また、双眼鏡の倍率や解像力を上
げるのに伴なって対物レンズの有効径を大きくすると正立プリズムが大型化し、これに伴
い大きな慣性力が必要となって上記の問題が一層大きくなることの他に、消費電力もこれ
に伴って大きくなる。
【０００７】
そこで、本願出願人は、上記回転慣性体に代えて角速度センサをジンバル懸架手段に搭載
し、この角速度センサからの出力値に基づいてこのジンバル懸架手段の回動を制御して正
立プリズムの姿勢を地球（慣性系）に対して固定する像安定化装置を提案している（特開
平 6-250100）。この装置によれば、基本的にジンバル懸架手段に保持された正立プリズム
には慣性力があり、特に、振動速度が速い、振動周波数の高い振動に対しては、比較的振
幅の大きな振動に対しての姿勢保持能力が高い。したがって、角速度センサからの出力に
基づく回転位置の制御力も少なくて良い。しかし、バリアングルプリズムやレンズ駆動を
行う他の像安定化装置は積極的な駆動部が必要であり、周波数の高い振動では大きな振幅
を補正するためには、駆動部を高速で動かす必要があるため、大きな角度範囲で補正する
ことが難しい。
【０００８】
【発明が解決しようとする課題】
ところで、上記ジンバル懸架手段は、モータ等のアクチュエータにより光学装置の左右方
向および上下方向に延びる２本の回動軸周りに回動するようになっている。そして、上記
アクチュエータは、応答性に優れ、かつ電力の利用効率が良いＰＷＭ制御で駆動されるよ
うになっている。しかしながら、このようにＰＷＭ制御で駆動するようにした場合には次
のような問題がある。
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【０００９】
すなわち、ＰＷＭ制御においてはコンデンサの充放電により駆動制御が行われるが、ジン
バル懸架手段の角度位置が変化しなければ、コンデンサの充放電は行われないので、像安
定化制御の開始直後あるいは無振動状態等のときはアクチュエータの駆動の方向性が定ま
らず、このためＰＷＭ制御の応答性を高めることができないという問題がある。
【００１０】
本発明はこのような事情に鑑みなされたもので、像安定化のための制御の応答性を高める
ことができる像安定化装置を提供することを目的とするものである。
【００１１】
【課題を解決するための手段】
本発明の第１の像安定化装置は、正立プリズムを対物レンズと接眼レンズの間に配置した
単眼鏡光学系もしくは双眼鏡光学系を有し、これら光学系の対物レンズおよび接眼レンズ
をケース内に固設してなる光学装置に搭載される像安定化装置であって、
前記光学装置の左右方向および上下方向に延びる２本の回動軸を有し、前記正立プリズム
を前記ケースに回動自在に装着する、内ジンバルおよび外ジンバルからなるジンバル懸架
手段と、
該ジンバル懸架手段を該２本の回動軸の周りに回動せしめるアクチュエータと、
前記正立プリズムを慣性系に対して固定するよう前記アクチュエータを駆動し、前記ジン
バル懸架手段の２つの回動軸周りの回動を制御する回動制御手段と、
前記内ジンバルと前記外ジンバルとの間に設けられ、前記内ジンバルを前記外ジンバルに
対して一方向に回動付勢する片寄せ付勢手段とを備えてなることを特徴とするものである
。
【００１２】
また、本発明の第２の像安定化装置は、正立プリズムを対物レンズと接眼レンズの間に配
置した単眼鏡光学系もしくは双眼鏡光学系を有し、これら光学系の対物レンズおよび接眼
レンズをケース内に固設してなる光学装置に搭載される像安定化装置であって、
前記光学装置の左右方向および上下方向に延びる２本の回動軸を有し、前記正立プリズム
を前記ケースに回動自在に装着する、内ジンバルおよび外ジンバルからなるジンバル懸架
手段と、
該ジンバル懸架手段を該２本の回動軸の周りに回動せしめるアクチュエータと、
前記正立プリズムを慣性系に対して固定するよう前記アクチュエータを駆動し、前記ジン
バル懸架手段の２つの回動軸周りの回動を制御する回動制御手段と、
前記外ジンバルと前記ケースとの間に設けられ、前記外ジンバルを前記ケースに対して一
方向に回動付勢する片寄せ付勢手段とを備えてなることを特徴とするものである。
さらに、本発明の第３の像安定化装置は、正立プリズムを対物レンズと接眼レンズの間に
配置した単眼鏡光学系もしくは双眼鏡光学系を有し、これら光学系の対物レンズおよび接
眼レンズをケース内に固設してなる光学装置に搭載される像安定化装置であって、
前記光学装置の左右方向および上下方向に延びる２本の回動軸を有し、前記正立プリズム
を前記ケースに回動自在に装着する、内ジンバルおよび外ジンバルからなるジンバル懸架
手段と、
該ジンバル懸架手段を該２本の回動軸の周りに回動せしめるアクチュエータと、
前記正立プリズムを慣性系に対して固定するよう前記アクチュエータを駆動し、前記ジン
バル懸架手段の２つの回動軸周りの回動を制御する回動制御手段と、
前記内ジンバルと前記外ジンバルとの間に設けられ、前記内ジンバルを前記外ジンバルに
対して一方向に回動付勢する第１の片寄せ付勢手段と、
前記外ジンバルと前記ケースとの間に設けられ、前記外ジンバルを前記ケースに対して一
方向に回動付勢する第２の片寄せ付勢手段とを備えてなることを特徴とするものである。
【００１３】
上述した各場合において、前記回動制御手段による回動の制御がＰＷＭ制御を用いて行わ
れるようにすることが特に有効である。
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また、回動制御手段による回動制御（すなわち像安定化制御）を行わないとき、内ジンバ
ルおよび外ジンバル間の相対回動あるいは外ジンバルおよびケース間の相対回動を規制す
るケージング手段を備えた構成とすることが好ましい。
【００１４】
上記各像安定化装置において、片寄せ付勢手段は、内ジンバルを外ジンバルに対してある
いは外ジンバルをケースに対して一方向に回動付勢することができるものであれば、特定
の構成に限定されるものではなく、例えば、回動軸に取り付けられた捩りコイルバネ等が
採用可能である。
【００１５】
【発明の実施の形態】
以下、本発明の実施形態を図面を用いて説明する。
図２、３、４および５は、それぞれ本発明の実施形態に係る像安定化装置を双眼鏡に組み
込んだ状態を示す平面断面図、正面断面図、側面断面図および斜視図である。図示される
ように、本実施形態の像安定化装置 20をケース 30内に組み込んだ双眼鏡は１対の対物レン
ズ系 1a， 1b、１対の接眼レンズ系 2a， 2b、および１対の正立プリズム 3a， 3bを備えており
、対物レンズ 1a、接眼レンズ 2a、正立プリズム 3aは第１の望遠鏡系 10a を構成し、対物レ
ンズ 1b、接眼レンズ 2b、正立プリズム 3bは同様に第２の望遠鏡系 10b を構成し、この第１
、第２の望遠鏡系 10a ， 10b 一対が双眼鏡系を構成している。
【００１６】
この双眼鏡系を構成する一対の対物レンズ系 1a， 1bおよび接眼レンズ系 2a， 2bは本光学装
置のケース 30に固着されており、上記正立プリズム 3a， 3bは装置の上下方向（光軸の延び
る方向および対物レンズ系 1a,1bの配列方向に直交する方向）および装置の左右方向（対
物レンズ系 1a， 1bの配列方向）に延びる回動軸６、 106（図６参照）を有するジンバル懸
架部材７、 107を介して上記ケース 30に回動自在に装着されている。
【００１７】
また、ケース 30の背面部には、メインスイッチ 50、および後述する制御ループにおける利
得の切替えを外部操作可能とする、利得切替指示用のスイッチ 40が配設されている。
【００１８】
以下、図６および図７を用いて本実施形態装置の前提となる基本機能について説明する。
なお、本明細書中で、装置の上下方向とは図中矢印Ａ方向を示し、装置の左右方向とは図
中矢印Ｃ方向を示す。
【００１９】
図６において上記正立プリズム 3a， 3bの装着されているジンバル懸架部材７、 107がケー
ス 30に対して固定された状態、したがってジンバル懸架部材７、 107に装着されている上
記正立プリズム 3a， 3bがケース 30に固定された状態では、本光学装置は通常の双眼鏡系の
構成となるが、この時の各望遠鏡光学系 10a ， 10b の光軸 4a， 4bを本光学装置の光軸と称
することとする。
【００２０】
なお、上記対物レンズ系 1a， 1b、接眼レンズ系 2a， 2b、正立プリズム 3a， 3b、ジンバル懸
架部材７、 107および回動軸６、 106等の適切な配設位置については公知文献（例えば特公
昭 57-37852号公報）に詳述されているので、ここでは省略する。
【００２１】
図６に示すように、本実施形態装置では内側のジンバル懸架部材 107 が外側のジンバル懸
架部材７に軸支されており、ジンバル懸架装置が内外２重の構造となっている。外側のジ
ンバル懸架部材７が装置の左右方向に延びる回動軸６により上下方向の像ブレを補正する
ように回動するのに対し、内側のジンバル懸架部材 107 は装置の上下方向に延びる回動軸
106 により左右方向の像ブレを補正するように回動する。正立プリズム 3a， 3bは、この内
側のジンバル懸架部材 107 に装着されている。なお、この図６においては、上下の関係が
図２～５のものとは逆となるようにして示されている。
【００２２】
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また、外側のジンバル懸架部材７  の上側壁部の中央部分には角速度センサ８が固設され
ており、一方、  内側のジンバル懸架部材 107 の前側壁部の中央部分には角速度センサ 108
が固設されている。角速度センサ８が、ケース 30の上下方向のブレに伴なって外側のジン
バル懸架部材７が矢印Ｂ方向に回動した場合に、この回転角速度ω１  を検出するセンサ
であるのに対し、角速度センサ 108 は、ケース 30の左右方向のブレに伴なって内側のジン
バル懸架部材 107 が矢印Ｄ方向に回動した場合に、この回転角速度ω２  を検出するセン
サである。
【００２３】
また、上記回動軸６の一端には、上記検出角速度による速度フィードバック制御に加えて
位置フィードバック制御を行なうため回動軸６の回転角度θ１  を検出するポジションセ
ンサ９が取り付けられており、上記回動軸６の他端には、上記角速度センサ８および上記
ポジションセンサ９からの検出値に基づき、正立プリズム 3a， 3bをケース 30のブレに対し
常に初期の姿勢に戻すようにジンバル懸架部材７の回動軸６を回動せしめる回転駆動モー
タ５が取り付けられている。一方、上記回動軸 106 の一端には、上記検出角速度による速
度フィードバック制御に加えて位置フィードバック制御を行なうため回動軸 106 の回転角
度θ２  を検出するポジションセンサ 109 が取り付けられており、上記回動軸 106 の他端
には、上記角速度センサ 108および上記ポジションセンサ 109からの検出値に基づき、正立
プリズム 3a， 3bをケース 30の左右方向のブレに対し常に初期の姿勢に戻すように内側のジ
ンバル懸架部材 107 の回動軸 106 を回動せしめる回転駆動モータ 105 が取り付けられてい
る。
【００２４】
図２および３に示すように、ケース 30におけるジンバル懸架部材７ ,107の一端部には、後
述する像安定化制御が行われないとき、ジンバル懸架部材７ ,107の回動を規制してその破
損防止を図るためのケージング手段 200 が設けられている。
【００２５】
このケージング手段 200 は、両ジンバル懸架部材７ ,107を同時に挟んでその回動を規制す
る１対の押さえレバー 213 を備えた回動規制機構 210 と、該回動規制機構 210 に連結され
た押圧部材 220 とからなっている。この押圧部材 220 は、ケース 30の上方外部に突出する
ボタン 221 と、該ボタン 221 を支持して下方に延びる押圧片 222 とからなっている。ケー
ス 30は、ボタン 221 の押圧操作を行いやすくするため、押圧部材 220 の周辺部が上方へ膨
出形成されるとともに、その頂部のボタン 221 近傍部位が凹陥状に形成されている。
【００２６】
そして、このケージング手段 200 においては、ボタン 221 が押圧されることにより像安定
化制御を開始させるとともに回動規制機構 210 による回動規制を解除し、一方、ボタン 22
1 を再度押圧することにより像安定化制御を終了させるとともに回動規制機構 210 による
回動規制を行うようになっている。
【００２７】
図９および１０に示すように、ジンバル懸架部材 107（内ジンバル）とジンバル懸架部材
７（外ジンバル）との間には、捩りコイルバネ 240が設けられている。この捩りコイルバ
ネ 240は回動軸 106に巻き付けられるようにして設けられ、その両端部が両ジンバル懸架部
材７ ,107に係止されている。そして、この捩りコイルバネ 240の弾性力により、ジンバル
懸架部材 107をジンバル懸架部材７に対して一方向に回動付勢するようになっている。こ
の捩りコイルバネ 240は、像安定化制御の際におけるジンバル懸架部材 107の最大回動角度
（全幅で約１０°）範囲内で回動付勢力がジンバル懸架部材 107に作用するように取り付
けられている。ただし、像安定化制御の際に回転駆動モータ 105に余分な負荷がかかって
しまわないようにするため、この捩りコイルバネ 240のバネ定数は十分小さい値に設定さ
れている。
【００２８】
なお、ジンバル懸架部材７（外ジンバル）とケース 30との間にも、捩りコイルバネ 240と
同様の捩りコイルバネ（図示せず）が設けられており、この捩りコイルバネの弾性力によ
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りジンバル懸架部材７をケース 30に対して一方向に回動付勢するようになっている。
【００２９】
次に、本実施形態装置の制御ループの基本的概念を図７により説明する。
図示するように、この装置は角速度センサ８からの角速度信号およびポジションセンサ９
からの角度信号を各々増巾する増幅器 11a ， 11b と、これらの角速度信号および角度信号
に基づき、正立プリズム 3a， 3bを元の姿勢に戻すように回転駆動モータ５の駆動量を演算
し、この演算に基づく制御信号を出力するＣＰＵ 12と、このＣＰＵ 12からの制御信号を増
巾して回転駆動モータ５を駆動するモータ駆動回路 13を備えている。このＣＰＵ 12による
回転駆動モータ５の駆動制御は、応答性に優れ、かつ電力の利用効率が良いＰＷＭ（ Puls
e Width Modulation）制御で行われるようになっている。
【００３０】
ＣＰＵ 12には、各種プログラムが格納されたＲＯＭ 12a、および該ＣＰＵ 12にこの制御ル
ープの利得の切替を指示する利得切替指示スイッチ 40が接続されている。一方、角速度セ
ンサ 108 およびポジションセンサ 109 からの検出信号は、上記角速度センサ８および上記
ポジションセンサ９からの検出信号と同様に、図７に示す制御ループと同様の制御ループ
によって制御信号に変換され、この制御信号により回転駆動モータ 105 が駆動される。
【００３１】
したがって本実施形態装置では、外側と内側の２つのジンバル懸架部材７ ,107を各々元の
姿勢に戻すために２組の制御ループが必要となるがＣＰＵ 12は共通のものを用いればよい
。
【００３２】
次に、図１を用いて上記制御ループの詳細な構成について説明する。
なお、この制御ループは速度（角速度）フィードバックループと位置（角度）フィードバ
ックループの２重の帰還ループから構成されており、また、この制御ループはＣＰＵ 12の
マイコンプログラムによるソフト的なループとハード的なループの組合せにより構成され
ている。
【００３３】
まず、速度フィードバックループはジンバル懸架装置 70（７ ,107)の回動軸６ ,106 周りの
角速度ωを角速度センサ 61（８ ,108 ）により検出し、この検出値をハード的な増幅器 62 
により増幅した後、減算器 66および増幅器 67を介して上記検出値ωをモータ駆動系 68に負
帰還させる（第１の速度フィードバックループ）。これによりモータ 69 に逆向きの回転
トルクを発生させ、手ブレ等の振動に抗してジンバル懸架装置 70 を元の姿勢に戻すよう
に、すなわち角速度の大きい振動に対しては上記正立プリズム 3a， 3bが地球（慣性系）に
対して固定されるような制御がなされることになる。
【００３４】
また、この速度フィードバックループでは角速度センサ 61により検出された検出値を減算
器 63および増幅器 64を介して積分器 65に入力せしめ、この後積分器 65からの出力値を減算
器 66において上記増幅器 62から直接入力された検出値を減算し、その減算結果をこのモー
タ駆動系 68に負帰還させている（第２の速度フィードバックループ）。このように角速度
センサ 61による検出値を積分器 65を介して負帰還させることで速度指令に対して定常偏差
が０の場合でも、すなわちフィードバックループの速度入力値と速度出力値が等しい場合
でも制御系を機能させることができ、これとともにループゲインを２重にできるためジン
バル懸架装置 70の高速安定化を図る（スタビ精度を上げる）ことができる。
【００３５】
なお、上記積分器 65は入力値を平均化する機能を有し、その出力値が減算器 66において検
出角速度値との間で減算されるため、上記第１の速度フィードバックループの発振を防止
するダンパ的機能を有しているともいえる。
【００３６】
一方、上記位置フィードバックループはジンバル懸架装置 70 の回動軸６ ,106 周りの角度
位置θをポジションセンサ 81（９ ,109 )により検出し、この検出値をハード的な増幅器 82
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 により増幅した後モータ駆動系 68 に戻すことにより、回転駆動モータ 69 (５ ,105 ）が
ジンバル懸架装置 70を視軸中点の角度位置θ０に近づけるように制御するものである。
【００３７】
なお、双眼鏡等の光学装置においては、大きくパンニングあるいはチルティングを行う場
合があり、このような場合に上記速度フィードバックループのみを用いた制御であると、
パンニングあるいはチルティングに対する応答性が悪く、また、そのためにジンバル懸架
装置 70 が大きく回動してケース 30 の可動限界端部に衝突してしまうおそれがある。
【００３８】
そこで、この位置フィードバックループでは、ジンバル懸架装置 70 が大きく回動したこ
とが検出された場合、その検出値に応じた信号をモータ駆動系 68 に戻すようにして、ジ
ンバル懸架装置 70 を視軸中点方向に強力に戻すようモータ 69 を駆動させる。
【００３９】
これにより、パンニングあるいはチルティング時等において、ジンバル懸架装置 70 がケ
ース 30 の可動限界端部に衝突する不測の事態を防止するとともに、パンニングあるいは
チルティングを行う場合に、その追従性を良好なものとしている。
【００４０】
ところで、実際に双眼鏡を使用する際には、鳥や飛行機等の飛行物体を追従しながら観察
することも多く、このような場合には素早いパン／チルト操作、特に素早いパンニングが
要求される。このようなパンニングの操作では装置内の光学系が観察物体の移動方向にス
ムーズに追従していくことが必要となるから、振動に抗して光学系を元の位置に固定しよ
うとする上記防振機能とは相反する機能が必要とされ、このようなパン／チルト操作を行
う場合には、むしろ上記防振機能を無効状態とする必要がある。そして、このようなパン
／チルト操作は観察者の必要に応じて随時行われるものであるから、観察者の操作によっ
て例えばパンニングモードと防振モードの切替えが行われることが望ましい。
【００４１】
そこで本実施例装置では、前述したようにケース 30の背面部にモード切替スイッチ 86（利
得切替指示用のスイッチ 40）を配設し、このスイッチ 86(40)の切替えに応じて上述した制
御ループの利得を変化せしめ、上記制御ループの利得が小となる防振モードと上記制御ル
ープの利得が大となるパンニングモードのモード切替えが可能となるようにしている。
【００４２】
すなわち、上記速度フィードバックループは、防振機能を主目的としたものであり、一方
上記位置フィードバックループはケース 30 に対する追従機能であるパン／チルト機能を
主目的としたものである。
【００４３】
したがって、位置フィードバックループの帰還割合を相対的に大とすれば、パン／チルト
機能を主とした系となり、一方、位置フィードバックループの帰還割合を相対的に小とす
れば防振機能を主とした系となる。
【００４４】
そこで、上記実施形態のものでは、図１に示す如く、増幅率が小さい第１増幅器 83と増幅
率が大きい第２増幅器 84を位置フィードバックループ内に配設し、前述したモード切換ス
イッチ 86の操作者による切換操作に応じ、ポジションセンサ 81からの検出信号が第１増幅
器 83を介して帰還される低利得モードと、該検出信号が第２増幅器 84を介して帰還される
高利得モードの切り換えがなされるようにしている。なお、制御ループ内における該モー
ドの切り替えは、操作者によるモード切換スイッチ 86の切換操作に応じたモード切換信号
に基づいてループ接続の切り替えを行うソフトスイッチ部 85 によりなされる。
【００４５】
すなわち、ソフトスイッチ部 85 が第１増幅器 83 に接続されると、減算器 63 に入力され
る位置フィードバックループからの値は小さくなり、相対的に速度フィードバックループ
からの入力値が大となって防振モード（低利得モード）となり、手ブレ等の振動に抗し、
ジンバル懸架装置 70 を地球（慣性系）に対して良好に固定することができるようになる
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。
【００４６】
一方、ソフトスイッチ部 85 が第２増幅器 84 に接続されると、減算器 63 に入力される位
置フィードバックループからの値は大きくなり、相対的に速度フィードバックループから
の入力値が小となってパン／チルトモード（高利得モード）となり、パンニングあるいは
チルティングに対する追従性が良好となる。
【００４７】
上述したように、本実施形態においては、ＣＰＵ 12による回転駆動モータ５ ,105の駆動制
御がＰＷＭ制御で行われるようになっている。このＰＷＭ制御においてはコンデンサの充
放電により駆動制御が行われるが、ジンバル懸架手段７ ,107の角度位置が変化しなければ
コンデンサの充放電は行われないので、一般に像安定化制御の開始直後は回転駆動モータ
５ ,105の駆動の方向性が定まらず、このためＰＷＭ制御の応答性を高めることができない
。
【００４８】
この点、本実施形態においては、ジンバル懸架部材 107とジンバル懸架部材７との間に、
ジンバル懸架部材 107をジンバル懸架部材７に対して一方向に回動付勢する片寄せ付勢手
段として捩りコイルバネ 240が設けられており、ジンバル懸架部材７とケース 30との間に
も同様の捩りコイルバネが設けられているので、像安定化制御が開始されると、捩りコイ
ルバネ 240等の弾性付勢力によりジンバル懸架手段７ ,107の角度位置が即座に変化してコ
ンデンサの充電が早期に行われ、これによりＰＷＭ制御の応答性が高められる。
【００４９】
しかも、本実施形態においては、像安定化制御が行われないとき、ケージング手段 200 に
より両ジンバル懸架部材７ ,107の回動を規制するようになっているので、像安定化制御の
際におけるジンバル懸架部材 107の回動角度範囲内で回動付勢力がジンバル懸架部材 107に
作用するように捩りコイルバネ 240等を取り付ければ足りるので、捩りコイルバネ 240等の
バネ定数を十分小さい値に設定することができ、これにより像安定化制御の際に回転駆動
モータ 105に余分な負荷がかかってしまうのを防止することができる。
【００５０】
本実施形態においては、回動軸６ ,106に取り付けられた捩りコイルバネ 240により片寄せ
付勢手段が構成されているが、これ以外の片寄せ付勢手段を用いることももちろん可能で
ある。
例えば、図１１に示すように、捩りコイルバネ 240に代えて引張コイルバネ 242を採用する
ことが可能である。
【００５１】
同図（ａ）に示す片寄せ付勢手段は、ジンバル懸架部材 107の一端部にタブ 107aを形成し
て該タブ 107aにピン 107bを立設するとともにジンバル懸架部材７の一端部にピン 7aを立設
し、両ピン 7a,107aの間に引張コイルバネ 242を架け渡すことにより、ジンバル懸架部材 10
7をジンバル懸架部材７に対して一方向に回動付勢するように構成したものである。
【００５２】
また、同図（ｂ）に示す片寄せ付勢手段は、ジンバル懸架部材 107の一端部にＬ字形のピ
ン 107cを立設するとともにジンバル懸架部材７の一端部にピン 7aを立設し、両ピン 7a,107
cの間に引張コイルバネ 242を架け渡すことにより、ジンバル懸架部材 107をジンバル懸架
部材７に対して一方向に回動付勢するように構成したものである。
【００５３】
なお、本実施形態において、前述の正立プリズム 3a， 3bとしてはシュミット (Schmidt）の
正立プリズム、アツベ (Abbe)の正立プリズム、バウエルン　フエント (bauern fend）の正
立プリズム、ポロの正立プリズムおよびダハの正立プリズム等があるが、このうち図８に
はシュミットの正立プリズムを示す。シュミットの正立プリズムは図に示すようにプリズ
ム 23とプリズム 24から構成されており、プリズム 24の一部 25がダハ反射面となっている。
このような正立プリズムでは図示するように入射光軸 21と射出光軸 22を同一直線上にとる
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ことのできる入射光軸の位置が存在する。このような入射光軸 21と射出光軸 22を同一直線
上にとることのできる正立プリズムにおいては、図８に示す如く、光軸 21より上側にｈだ
け離れた、該光軸 21に平行な光線 21′は、上記正立プリズムを通った後は射出光軸 22より
下側にｈだけ離れた、光軸 22に平行な光線 22′になるという性質を持っている。なお、正
立プリズムであれば、入射光軸と射出光軸が同一直線上となるものに限らず他のプリズム
も使用可能である。
【００５４】
また、上記角速度センサ８、 108は、円柱状等の柱状振動子と複数個の圧電セラミックか
らなる、コリオリの力を利用した圧電振動ジャイロセンサであって、柱状振動子の側面に
少なくとも２個の検出用圧電セラミックと少なくとも１個の帰還用圧電セラミックを設け
てなる。
【００５５】
各検出用圧電セラミック  からは振動に応じて値の異なる検出信号が出力され、これらの
差分を演算することにより角速度を得る。
なお、帰還用圧電セラミックは検出信号の位相補正用に使用される。
この角速度センサ８、 108は構造が簡単で超小型であることから像安定化装置 20自体を構
造簡単かつ小型とすることができる。また、高Ｓ／Ｎ比で高精度であるから角速度制御を
高精度とすることができる。
【００５６】
なお、本発明の像安定化装置としては上記実施形態のものに限られるものではなく、その
他種々の態様の変更が可能であり、例えば、角速度情報検出手段としては、円柱状振動子
タイプの圧電振動ジャイロセンサの他、三角柱振動子タイプ、四角柱振動子タイプや音叉
状振動子タイプ等の種々のタイプの振動子を用いた圧電振動ジャイロセンサを使用するこ
とが可能であり、さらに、その他の種々の角速度センサを使用することが可能である。
【００５７】
また、上記実施形態においては回転駆動モータの駆動制御がＰＷＭ制御で行われるように
なっているが、本発明はオペアンプを用いた回転駆動モータの駆動制御にも適用すること
が可能である。
なお、角度位置情報検出手段としては、上記ポジションセンサに代えてレゾルバ、シンク
ロ、ロータリエンコーダ等の種々の角度センサを用いることができる。
【００５８】
また、上記実施形態装置は双眼鏡に適用するための構成とされているが、本発明の像安定
化装置としては単眼鏡に適用し得る構成とすることも可能である。また、ビデオカメラ等
のカメラに搭載しても同様の効果を得ることができる。
【００５９】
【発明の効果】
本発明の第１の像安定化装置によれば、ジンバル懸架手段を２本の回動軸の周りに回動せ
しめるアクチュエータを駆動して、正立プリズムを慣性系に対して固定するようになって
いるが、ジンバル懸架手段を構成する内ジンバルと外ジンバルとの間には、内ジンバルを
外ジンバルに対して一方向に回動付勢する片寄せ付勢手段が設けられているので、像安定
化制御が開始されると片寄せ付勢手段の付勢力により内ジンバルの角度位置が即座に変化
してコンデンサの充電が行われ、これにより駆動モータの制御の応答性が高められる。
【００６０】
本発明の第２の像安定化装置によれば、ジンバル懸架手段を２本の回動軸の周りに回動せ
しめるアクチュエータを駆動して、正立プリズムを慣性系に対して固定するようになって
いるが、ジンバル懸架手段の外ジンバルとケースの間には、外ジンバルをケースに対して
一方向に回動付勢する片寄せ付勢手段が設けられているので、像安定化制御が開始される
と片寄せ付勢手段の付勢力により外ジンバルの角度位置が即座に変化してコンデンサの充
電が行われ、これにより駆動モータの応答性が高められる。
【００６１】
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なお、上記実施形態のように上記第１および第２の像安定化装置を兼ね備えた構成とする
ことが、より好ましい。
【図面の簡単な説明】
【図１】本発明の実施形態に係る像安定化装置の制御ループを示すブロック線図
【図２】本発明の実施形態に係る像安定化装置を内蔵した双眼鏡を示す平面断面図
【図３】本発明の実施形態に係る像安定化装置を内蔵した双眼鏡を示す正面断面図
【図４】本発明の実施形態に係る像安定化装置を内蔵した双眼鏡を示す側面断面図
【図５】本発明の実施形態に係る像安定化装置を内蔵した双眼鏡を示す斜視図
【図６】本発明の実施形態に係る像安定化装置の機能を説明するための装置概略斜視図
【図７】本発明の実施形態に係る像安定化装置の機能を説明するためのブロック図
【図８】図２に示す正立プリズムを説明するための側面図
【図９】本発明の実施形態に係る像安定化装置を内蔵した双眼鏡の要部を示す斜視図
【図１０】図９の側断面図
【図１１】本発明の実施形態の変形例を示す要部斜視図
【符号の説明】
1a， 1b　　　対物レンズ（対物レンズ系）
2a， 2b　　　接眼レンズ（接眼レンズ系）
3a， 3b　　　正立プリズム
4a， 4b　　　光軸
５， 105　　　回転駆動モータ
６， 106　　　回動軸
７　　　ジンバル懸架部材（外ジンバル）
7a　　　ピン
８， 61， 108　　　角速度センサ
９， 81， 109　　　ポジションセンサ
10a ， 10b　　　望遠鏡光学系
12　　　ＣＰＵ
12a　　　ＲＯＭ
30　　　ケース
40　　　利得切替指示スイッチ
68　　　モータ駆動系
70　　　ジンバル懸架装置
83　　　第１増幅器
84　　　第２増幅器
85　　　ソフトスイッチ部
86　　　モード切替スイッチ
107　　　ジンバル懸架部材（内ジンバル）
107a　　　タブ
107b,107c　　　ピン
200　　　ケージング手段
213　　　押さえレバー
210　　　回動規制機構
220　　　押圧部材
221　　　ボタン
222　　　押圧片
240　　　捩りコイルバネ (片寄せ付勢手段 )
242　　　引張コイルバネ (片寄せ付勢手段 )
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【 図 １ 】 【 図 ２ 】

【 図 ３ 】 【 図 ４ 】
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【 図 ５ 】

【 図 ６ 】

【 図 ７ 】

【 図 ８ 】

【 図 ９ 】

【 図 １ ０ 】

【 図 １ １ 】
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